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会社名 新華ホールディングス・リミテッド 

(URL：www.xinhuaholdings.com） 

代表者名 最高経営責任者（CEO） 

レン・イー・ハン 

（東証マザーズ コード番号：9399） 

連絡先 経営企画室マネージャー 

高山 雄太 

     （電話：03-4570-0741） 

 

 

 

 （訂正）「2014年12月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」 

の一部訂正について 
 

当社が本日2015年2月13日付にて開示しました「2014年12月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」

の記載について一部誤りがありましたので、下記のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所には下

線を付しております。 

 

 

サマリー情報 1 ページ目、１．2014年12月期の連結業績（2014年1月1日～2014年12月31日） 

 

【訂正前】 

 

 
1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり 

当 期 純 利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 
米ドル 

(円 銭) 

米ドル 

(円 銭) 

% 

 

% 

 

% 

 

2014年12月期 △1.43 
(△172.39) 

- 
(-) 

△215.1 △59.1 △85.1 

2013年12月期 
△3.88 

(△467.73) 
- 

(-) 
△217.8 △63.2 △128.4 

（注） 「円」で表示されている金額は、2014 年 12 月 30 日現在の株式会社三菱東京 UFJ 銀行の対顧客電信売買相場の仲値であ 

 る 1 米ドル＝120.55円で換算された金額です。 

（参考）持分法投資損益 2014 年 12 月期: マイナス 149 千米ドル（マイナス 18 百万円）:2013 年 12 月期: マイナス 141 千米ドル
（マイナス 17 百万円） 
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（２）連結財政状態 

 総 資 産  純 資 産  自己資本比率 1 株当たり純資産 

 
 

千米ドル 

(百万円) 

千米ドル 

(百万円) 

% 米ドル 

(円 銭) 

 

2014年12月期 
6,239 
(752) 

2,724 
(328) 

39.6 
1.09 

(131.40) 

 

2013年12月期 
6,886 
(830) 

1,624 
(196) 

3.8 
0.17 

(20.49) 

 

【訂正後】 

 

 
1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり 

当 期 純 利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 
米ドル 

(円 銭) 

米ドル 

(円 銭) 

% 

 

% 

 

% 

 

2014年12月期 △1.37 
(△165.15) 

- 
(-) 

△215.1 △59.1 △85.1 

2013年12月期 
△3.88 

(△467.73) 
- 

(-) 
△217.8 △63.2 △128.4 

（注） 「円」で表示されている金額は、2014 年 12 月 30 日現在の株式会社三菱東京 UFJ 銀行の対顧客電信売買相場の仲値であ 

 る 1 米ドル＝120.55円で換算された金額です。 

（参考）持分法投資損益 2014 年 12 月期: マイナス 149 千米ドル（マイナス 18 百万円）:2013 年 12 月期: マイナス 141 千米ドル
（マイナス 17 百万円） 

  

（２）連結財政状態 

 総 資 産  純 資 産  自己資本比率 1 株当たり純資産 

 
 

千米ドル 

(百万円) 

千米ドル 

(百万円) 

% 米ドル 

(円 銭) 

 

2014年12月期 
6,239 
(752) 

2,724 
(328) 

39.6 
0.79 

(95.23) 

 

2013年12月期 
6,886 
(830) 

1,624 
(196) 

3.8 
0.17 

(20.49) 

 

 

サマリー情報 2 ページ目、３．2015年12月期の連結業績予想（2015年1月1日～2015年12月31日） 

 

【訂正前】 
 （%表示は、通期は対前期、第 2 四半期（累計）は対前年同四半期増減率） 

 
売上高  営業利益  経常利益  当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 
 
 

千米ドル 

(百万円) 

% 

 

千米ドル 

(百万円) 

% 千米ドル 

(百万円) 

% 

 

千米ドル 

(百万円) 

% 米ドル 

(円 銭) 

% 

 第 2 四半期
（累計） 

1,484 
(179) 

△6.4 
 

△1,691 
(△204) 

 
- △1,984 

(△239) 

 
- △1,984 

(△239) 

 
- △0.87 

(△104.88) 

通 期 
3,264 
(394) 

△11.7 
 

△3,182 
(△384) 

 
- 

△3,461 
(△417) 

 
- 

△3,461 
(△417) 

 
- 

△1.52 
(△183.24) 
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【訂正後】 
 （%表示は、通期は対前期、第 2 四半期（累計）は対前年同四半期増減率） 

 
売上高  営業利益  経常利益  当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 
 
 

千米ドル 

(百万円) 

% 

 

千米ドル 

(百万円) 

% 千米ドル 

(百万円) 

% 

 

千米ドル 

(百万円) 

% 米ドル 

(円 銭) 

% 

 第 2 四半期
（累計） 

1,484 
(179) 

△6.4 
 

△1,691 
(△204) 

 
- △1,984 

(△239) 

 
- △1,984 

(△239) 

 
- △0.92 

(△110.91) 

通 期 
3,264 
(394) 

△11.7 
 

△3,182 
(△384) 

 
- 

△3,461 
(△417) 

 
- 

△3,461 
(△417) 

 
- 

△1.61 
(△194.09) 

 

 

 

添付資料 33 ページ目、（１株当たり情報) 

 

【訂正前】 

 
 (単位：米ドル、括弧内は円） 

項目 

前連結会計年度 

（自 2013年 1月 1日 

    至 2013年 12月 31日） 

当連結会計年度 

（自 2014年 1月 1日 

    至 2014年 12月 31日） 

１株当たり純資産額 0.17 1.09 

  (20.49) (131.40) 

    

１株当たり当期純利

益又は純損失（△） 

△3.88 △1.43 

(△467.73) (△172.39) 

   

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

1株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

1株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

  

（注） １株当たり当期純利益又は純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
(単位：千米ドル、括弧内は百万円） 

項目 

前連結会計年度 

（自 2013年 1月 1日 

    至 2013年 12月 31日） 

当連結会計年度 

（自 2014年 1月 1日 

    至 2014年 12月 31日） 

１株当たり当期純利益 
 

 

当期純利益 

又は純損失（△） 

△5,876 △2,936 

(△708) (△354) 

普通株主に帰属しない金額 
- - 

(-) (-) 

普通株式に係る当期純利益

又は純損失（△） 

△5,876 △2,936 

(△708) (△354) 

普通株式の期中平均株式数

（株） 

 

1,515,434.56 
 

2,055,660.50 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 

 
 

 当期純利益調整額 
- - 

(-) (-) 

普通株式増加数 （株） - - 

（うち新株予約権） (-) (-) 
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希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後 1株当たり当期

純利益の金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

2005年2月 9日付与ストックオプション(新株予約権) 

普通株式 360株 

2006年 1月 31日付与ストックオプション(新株予約

権) 

普通株式 1,000株 

2006年 4月 30日付与ストックオプション(新株予約

権) 

普通株式 636株 

2009年 5月 22日付与ストックオプション(新株予約

権) 

普通株式 12,000株 

2013年 5月 23日付与ストックオプション(新株予約

権) 

普通株式 330,000株 

2013年12月 20日付行使価額修正条項付(新株予約権) 

普通株式 738,000株 

 

2005年 2月 9日付与ストックオプション(新株予約権) 

普通株式 216株 

2006年 4月 30日付与ストックオプション(新株予約

権) 

普通株式 426株 

2009年 5月 22日付与ストックオプション(新株予約

権) 

普通株式 4,500株 

 

 

【訂正後】 

 
(単位：米ドル、括弧内は円） 

項目 

前連結会計年度 

（自 2013年 1月 1日 

    至 2013年 12月 31日） 

当連結会計年度 

（自 2014年 1月 1日 

    至 2014年 12月 31日） 

１株当たり純資産額 0.17 0.79 

  (20.49) (95.23) 

    

１株当たり当期純利

益又は純損失（△） 

△3.88 △1.37 

(△467.73) (△165.15) 

   

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式は存在するものの 1株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式は存在するものの 1株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。 

  

（注）１. １株当たり当期純利益又は純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
(単位：千米ドル、括弧内は百万円） 

項目 

前連結会計年度 

（自 2013年 1月 1日 

   至 2013年 12月 31日） 

当連結会計年度 

（自 2014年 1月 1日 

   至 2014年 12月 31日） 

１株当たり当期純利益   

当期純利益 

又は純損失（△） 

△5,876 △2,936 

(△708) (△354) 

普通株主に帰属しない金額 
- - 

(-) (-) 

普通株式に係る当期純利益又は純

損失（△） 

△5,876 △2,936 

(△708) (△354) 

普通株式及び優先株式の期中平均株

式数（株） 

- 普通株式 

- 優先株式 

1,515,434.56 

1,515,434.56 

- 

2,146,276.94 

2,055,660.50 

90,616.44 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額 
- - 

(-) (-) 

普通株式増加数 （株） - - 

（うち新株予約権） (-) (-) 
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希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後 1株当たり当期純利益の金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

2005年 2月 9日付与ストックオプション(新株予

約権) 

普通株式 360株 

2006年 1月 31日付与ストックオプション(新株

予約権) 

普通株式 1,000株 

2006年 4月 30日付与ストックオプション(新株

予約権) 

普通株式 636株 

2009年 5月 22日付与ストックオプション(新株

予約権) 

普通株式 12,000株 

2005年 2月 9日付与ストックオプション(新株予約

権) 

普通株式 216株 

2006年 4月 30日付与ストックオプション(新株予

約権) 

普通株式 426株 

2009年 5月 22日付与ストックオプション(新株予

約権) 

普通株式 4,500株 

 

（注）優先株式は剰余金の配当請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、普通株式と同等の株式としております。 

 

（注）2. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(単位：千米ドル、括弧内は百万円） 

 

前連結会計年度 

（自 2013年 1月 1日 

   至 2013年 12月 31日） 

当連結会計年度 

（自 2014年 1月 1日 

   至 2014年 12月 31日） 

純資産の部の合計額 
1,624 2,724 

(196) (328) 

純資産の部の合計額から控除する金額 
1,362 926 

(164) (112) 

（うちＡ種優先株式払込金額） 
- △670 

(-) (△81) 

（うち新株予約権） 
△1,362 △256 

(△164) (△31) 

普通株式に係る当連結会計年度末の純

資産額 

262 1,798 

(32) (217) 

期末の普通株式の数（株） 1,527,306 2,275,000 

 

以上 
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新華ホールディングス・リミテッドについて 

 

新華ホールディングス・リミテッドは複合的な事業を展開するグループ企業であり、主に中国及び日本

を含むその他のアジアの地域において、金融サービス及びパブリックリレーションの事業分野において

商品及びサービス並びにスマートフォン、テレコム・ソフトウェア・プラットフォーム、グローバル・

メッセージング・ゲートウェイ及びモバイル広告プラットフォームの開発及びオペレーションを提供し

ています。東京証券取引所のマザーズ市場に上場（証券コード：9399）しており、香港に事業本部を構

え、中国及び日本に拠点を配し、グローバルなネットワークを有しています。 

 

詳細は、ウェブサイト：http://www.xinhuaholdings.com/jp/home/index.htm をご参照下さい。 

本文書は一般公衆に向けられたプレスリリースであり、当社株式の勧誘を構成するものではなく、いか

なる投資家も本書に依拠して投資判断を行うことはできません。当社株式への投資を検討する投資家は、

有価証券報告書などの提出書類を熟読し、そこに含まれるリスク情報その他の情報を熟慮した上でかか

る判断を行う必要があります。本書は多くのリスク及び不確定要素を含むいくつかの将来に関する記述

を含んでいます。多くの事項が当社の実際の結果、業績または当社の属する産業に影響を与える結果、

将来に関する記述で明示または黙示に示される当社の業績と実際の将来の数値とは大きく異なること

があります。 
 

 

 

 


